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１．研究背景 

建設業界では高齢化や人口減少による労働力不足問

題がある一方で、温暖化による豪雨災害の頻発化・激

甚化、火山噴火や巨大地震等の甚大な被害をもたらす

災害に備え適切な防災・減災対策を実施する必要があ

り、限られた資源でいかに国民の生命、財産を保護す

るかが大きな課題となっている。 

この現状を踏まえ、内閣府は第 3期となる戦略的イ

ノベーション創造プログラム（以下、第 3 期 SIP）と

して 14の課題を掲げ、その一つ「スマートインフラ

マネジメントシステムの構築」のサブ課題 Aにおい

て、革新的な建設生産プロセスの構築による建設現場

の省人・省力化並びに、遠隔・自動技術の研究開発加

速促進を目的とした取組みを始動している（図.１）。 

 

２．火山噴火時における立入困難区域調査の現状 

火山噴火時は火砕流や火山灰等の多様な現象によ

り、健康、生活インフラ、各種産業と多方面にわたり

壊滅的な被害をもたらす。さらに細粒な火砕物が堆積

することにより小規模な降雨でも土石流が発生しやす

くなる状態が長期間にわたり形成されることが報告さ

れており（田村ほか,2010）、火山近傍に分布する小流

域の土石流発生に関わる情報（降灰状況や雨量等）の

観測が防災対応上非常に重要となる。 

図.１  第 3 期ＳＩＰサブ課題Ａのテーマ 

（図中赤枠（a-2）が本研究テーマ） 

国土交通省では土砂災害防止法に基づく緊急調査を

実施し、降灰範囲や基準雨量を設定し、地方自治体の

首長に通知することが義務づけられている。しかしな

がら、噴火中あるいは噴火の切迫が予見される火口周

辺は非常に危険であるため立入制限区域に設定され、

有人による調査は困難となる。これを受け、近年、無

人航空機（以下、UAVと呼ぶ）を活用した降灰状況無

人調査技術の開発および調査計画の策定が進められて

いるが、社会実装に向けた課題も多い。 

幣コンソーシアムではこれまで、大学と民間企業が

密接に連携し合い、無人航空機を活用した火山地域に

おける無人調査技術の開発に携わってきた（皆川ほ

か,2021、金井ほか,2023など）。これら背景を踏ま

え、第 3 期 SIP プロジェクトでは、噴火時の立入困難

区域における降灰情報を迅速かつ無人で調査する技術

の開発、及びそれらの社会実装を目標に掲げ研究開発

を進めている。本発表では、第 3期 SIPにおける研究

開発概要、社会実装に向けた構想について紹介する。 

 
３．研究開発概要 

３．１ 社会実装を見据えた評価要素 

第 3期 SIPは、立入困難区域の降灰情報取得技術の

開発に加え事業展開、制度策定、社会的受容性の構

築、人材育成の計 5つの要素のレベルを向上させるこ

とで開発技術の社会実装を目指すものである。 

表.１ 第 3期ＳＩＰにおける評価要素 

要素 概要 
技術開発 
（TRL） 

「ある技術」が社会の技術要求水準に対して、どの程
度まで到達しているか（技術発展の度合い） 

事業展開 
（BRL） 

創造された技術が安定した事業として成り立っている
か（ビジネスとしての持続可能性の有無） 

制度策定 
（GRL） 

創造された技術が社会に普及するために必要な制
度、規制が整備（改善）されているか 

社会的受容性 
（SRL） 

創造された技術が社会受容性を高め、社会実装し一
定の普及水準を満たしているか 

人材育成 
（HRL） 

創造された技術を利用した事業が社会に普及するた
めに必要な人的資源が揃っているか 
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３．２ 各要素の概要 

（１）技術開発 

 これまで開発してきた無人調査デバイスの検証・利

用方法の確立を実施した上で、デバイスの改良、開発

を推進し、社会要求水準への段階的な到達を目指す。

（例.降灰厚計測デバイス：耐環境性の向上、軽量化

による調査可能範囲拡大、操作インターフェースの改

良など） 

（２）事業展開 

 開発技術のモデル火山への試験的な適用を通じて、

技術適用時の課題を抽出し、最終的に各火山への適用

性検討ならびに配備のための業務仕様案を検討する。 

（３）制度策定 

 開発技術を標準化するための課題抽出やマニュアル

の作成、既存マニュアル・ガイドライン等の改訂案を

作成する。 

（４）社会的受容性構築 

 プレスリリースや学会発表、一般向け展示やデモン

ストレーション等により研究開発内容の周知を行い、

社会的認知度および受容性を向上させる。 

（５）人材育成 

 火山を管轄する国土交通省事務所や地方整備局職員

への公開試験実施、災害協定業者への訓練計画の策定

等を通じ、本開発技術を活用可能な人材育成を行う。 

４．社会実装に向けた構想 

 前述の各要素について研究開発を進め最終的には、

「①開発技術を統合し既存技術（有人ヘリ、衛星、航

空写真など）と併せて活用することにより、火山噴火

時の立入困難区域内外における降灰情報を迅速かつ安

全に取得」、「②関係機関への取得情報の即時的な共有

体制の構築」、「③上記作業が実施可能な人的、物質的

体制の構築」までの流れを作り出すことを目標とする

（図.２）。 
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図.２ 社会実装に向けた構想 
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